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1. 背景・目的 

近年，大規模建築物が数多く建設せれる状況

の中，山留めは必要不可欠な手段であり，山留

めを支持する仮設構造物の形状は仮設後の作

業性に大きな影響を与える1)。その仮設材の配

置についてはスパンが長いほど合理的ではあ

るが，土圧を受けて曲げ応力が作用する部材で

あるため, スパンが長いほど変位に対して影

響が顕著に表れてしまうという問題点がある。 

本研究では，山留め腹起し材の変位を小さく

する方法として用いられている火打ちブロッ

クに着目し，仮設材単純梁に火打ち材を取り付

けた場合, 更に剛性の向上を目的とした曲げ

スパン調整材を介して火打ちブロックを取り

付けた場合および火打ちブロック単体の曲げ

実験を行った。 その1では，実験値と推定値か

ら火打ちブロックの剛性や火打ちブロックを

用いたときの単純梁としての構造性能の検証

を行うことを目的とした。 

 

2. 試験体概要 

 山留腹起し材を想定した主梁，火打ちブロッ

クおよび調整材の詳細図を図1~4に示す。鋼材

に関しては以降に示す3種の広幅H形鋼を用い

て行うこととする。主梁については，図1，2

に示す断面H-300×300×10×15，長さ5000mmの

広幅H形鋼を用いる。調整材については，主梁

の曲げ応力を軽減させるための部材であり，図

2，3に示す断面H-200×200×8×12，長さ2000mm

の広幅H形鋼を用いて行う。図4に示す縮小版

火打ちブロックについては調整梁との接合面

長さ850mmとする。 

 
図 2 調整材(左)と主梁(右)の横面図 

 

 
(a) 調整材上面図 

 
(b) 調整材正面図 

 
(c) 調整材下面図 

(a) 主梁上面図 

 

(b) 主梁正面図 

 図 1 主梁詳細図 

図3 調整材詳細図 
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図 4 縮小版火打ちブロック正面図 

 

3. 測定方法および実験概要 

載荷曲げ実験の様子および変位計位置，ひず

みゲージ位置を図5~7に示す。載荷装置は

5000kN構造物試験機を使用し，積載方法は支

点間距離L=4000mmとした中央3点載荷とする。

測定内容については, 主梁, 調整材および火打

ちブロック各部のひずみ，梁中央部の変位を測

定する。測定箇所については，図5の①~⑤の変

位計を設け，変位計位置は1000mm間隔とした。 

 

 
図 5 実験の様子および変位計位置 

 

 
図 6 主梁のひずみゲージ位置 

 

 
図 7 主梁，調整材のひずみゲージ位置 

 

実験については，「(1)主梁単体の載荷曲げ実

験」「(2)-1主梁に火打ちブロックを4点高力ボル

トで接合した場合の載荷曲げ実験」「(2)-2主梁

に火打ちブロックを18点高力ボルトで接合し

た場合の載荷曲げ実験」「(3)調整材と火打ちブ

ロックを重ねる場合の載荷曲げ実験」の4種の

実験を行う。以下に各実験の詳細を示す。 

(1)主梁単体の載荷曲げ実験 

火打ちブロックを使用しない実験で，ある荷

重における主梁のひずみおよび変位を測定す

る。この実験は，他実験の基準となるデータで

あり，他実験と比較するために行う。 

(2)-1 4点ボルト接合した場合 

火打ちブロックの単体の効果を確認するた

めの実験である。4本のボルトは載荷した際に

火打ちブロックがずれ落ちないようにするた

めに止めたもので，載荷荷重が火打ちブロック

下部の4点に分散して主梁に伝えるものとする。 

(2)-2 18点ボルト接合した場合 

火打ちブロックと主梁をボルトで縫い合わ

せることによる効果を確認するための実験で

ある。主梁と火打ちブロックが重なる面を載荷

荷重が等分布に分散して主梁に伝えるものと

する。 

(3)調整材と火打ちブロックを重ねた場合 

調整材を載せたことによる主梁，火打ちブロ

ック，調整材の変位に対する効果を確認するた

めの実験である。 

 

4. 推定値算出方法 

変位の推定値と実験値との比較による考察

を行うため，推定値を算出するために用いた変

位の式2)を以下に示す。 

載荷方法の仮定について，実験(1)ではスパ

ン中央に荷重が作用すると仮定した。実験(2)-1

では火打ちブロックに荷重が作用したのち，4

本のボルトに分散して主梁へ伝達すると仮定

した。実験(2)-2や(3)の場合，ボルトの本数が

18本となることで，火打ちブロックもしくは調

整材から主梁にかけて等分布荷重として伝達

すると仮定した。載荷の状態が異なることによ

り，主梁単体と比べて中立軸がずれ，断面二次

モーメントが増大すると考えられるが，本研究

で用いた断面二次モーメントは主梁単体とし

て求めている。 

 

変位計③における変位の式 

 

実験(1) 

𝛿 =
𝑃𝐿3

48𝐸𝐼
(1) 

 

実験(2)-1 

𝛿 =
𝑃𝑎

24𝐸𝐼
(3𝐿2 − 4𝑎2) (2) 

②   ③    ④ 

   

 ⑤  

①            ⑤ 
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実験(2)-2，(3) 

𝛿 =
𝑃

𝑏
∙

𝐿4

384𝐸𝐼
(8𝑚 − 4𝑚2 + 𝑚4) (3) 

𝑚 = 1 −
2𝑎

𝐿
 

 

変位計②･④における変位の式 

実験(1) 

𝛿 =
𝑃𝐿3

48𝐸𝐼
(

3 ∙ 1000

𝐿
−

4 ∙ 10003

𝐿3
) (4) 

実験(2)-1 

𝛿 =
1000

𝑎
∙

𝑃𝑎2

6𝐸𝐼
(3𝐿 − 4𝑎) (5) 

 

実験(2)-2，(3) 

𝛿 =
1000 ∙

𝑃
2

(2𝐿2 − 𝑏2 − 2𝑎𝑏 − 2𝑎2 − 2 ∙ 10002)

12𝐸𝐼

                   (6)

 

 

ここで，𝛿:変位, 𝑃:荷重，𝐿:支点間長さ，𝐸:

ヤング率，𝐼:主梁の断面二次モーメント，𝑎:主

梁と上部材が重なっていない部分の片側の長

さ，𝑏:主梁と上部材が重なっている部分の長さ

を表す。なお，火打ちブロックおよび調整材の

部材長さの関係より，実験 (3) では 𝑎 =

1000(mm)， 𝑏 = 2000(mm)，実験(3)以外では

𝑎 = 1575(mm)， 𝑏 = 850(mm)としている。ま

た，上記の式を用いた時に使用した値について，

主 梁 の 断 面 二 次 モ ー メ ン ト 𝐼 = 199 ×

106(mm4)，ヤング率𝐸 = 205(kN/mm2),支点間

距離𝐿 = 4000(mm)とした。 

 

5. 結果および考察 

5.1 各試験体における変位の比較 

それぞれの実験において荷重 300kN 時の実

験値の結果一覧を表 1 に示す。変位計③につい

て着目すると，実験(2)-1 は実験(1)に対して

1.31mm変位が小さくなった。実験(2)-1と(2)-2

を比較すると，0.21mm 変位を抑えられていた。 

実験(1)に対して実験(3)では 5.22mm と変位が

著しく小さくなった。 

以上のことから火打ちブロックと調整材の

有効性と接合するボルトの本数が多いほど僅

かに剛性が高くなることが確認できた。また，

実験(3)が最も小さくなったことから変位に対

する影響は調整材が最も効果的であることが

いえる。 

 

         

5.2 荷重―変位関係による比較 

変位計①⑤は支点位置に設置されており，

載荷中の支持点の変位は 0 が理想であるが，

実際にはずれが生じている。4 つの実験につ

いて，最大荷重にばらつきがあるものの，変

位計①⑤どちらにおいても 0 に限りなく近い。

このことから支持点における変位による実験

値に対する影響は少なく，補正しなくとも問

題ないと考えた。一例として各実験の基準す

る実験(1)と最も変位が現れた実験(3)の荷重

―変位関係を図 8 に示す。 

 

 

(a) 実験(1)  

 

(b) 実験(3) 

変位計②③④についての各試験体の変位の

実験値と推定値一覧を表 2 に，変位の実験値と

推定値との比較を図 9 に示す。実験(1)では各

変位計において差異が 20%前後と大きい。実験

(2)-1 の変位計③では差異が-41.04%で，実験値

は推定値を最も大きく下回っているため，(2)

変位計② 変位計③ 変位計④

実験値 実験値 実験値

(1) 301.0 8.0 11.9 8.0

(2)-1 300.4 7.3 10.6 7.3

(2)-2 304.8 7.2 10.4 7.2

(3) 300.7 5.3 6.7 5.1

試験体名 荷重(kN)

変位(mm)

図8 変位計①⑤の荷重―変位関係 

表1 荷重300kN時の実験値結果 
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式および(5)式による評価手法が適当でないと

いえる。実験(2)-2 について，変位計③では差

異が 18.76%と大きい。変位計②④では 8.5%前

後で，変位計②④の中で絶対値は最も小さいと

分かる。実験(3)の変位計②④では-10%前後と，

変位計②④の中で差異の絶対値は二番目に小

さい。変位計③では-4.00%となり，最も差異が

小さい。以上のことから，各試験体の差異の絶

対値を比較すると，実験(3)においては今回用

いた推定手法との妥当性が高いといえる。しか

し，実験(2)-1，2 においては差異が大きいため

推定手法として妥当性が低いと考察できる。 

 

6. まとめ 

 山留め腹起し材に用いると想定した主梁，調

整材，火打ちブロックの組み合わせた曲げ試験

により算出された荷重‐変位関係，変位の実験

値と推定値の比較から得られた知見を以下に

示す。 

・ 今回の全試験体の300kN時を比較すること

で調整材と火打ちブロックが変位を低減

させることに対して有効性を確認できた。 

・ 調整材を載せることによる剛性の向上効

果は火打ちブロックよりも高い。 

・ 火打ちブロックと主梁のボルト接合部が

多いほど剛性が僅かだが高くなった。 

・ 変位の推定値と実験値を比較することで

推定手法の妥当性を確認し，実験(3)につい

ては差異が小さいことから妥当性がある

といえる。しかし，実験(2)-1，2 において

は差異が大きいため推定値の算出手法の

再検討が必要である。 
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(a) 実験(1) 

 

(b) 実験(2)-1 

 

図9 変位の実験値と推定値の比較 

 

(c) 実験(2)-2 (d) 実験(3) 

表 2 変位の実験値と推定値結果一覧 

 

実験値 計算値
実験値
/計算値

誤差の度
合(%)

実験値 計算値
実験値
/計算値

誤差の度
合(%)

実験値 計算値
実験値
/計算値

誤差の度
合(%)

(1) 320.1 8.52 7.18 1.19 18.66 12.69 10.44 1.22 21.55 8.52 7.18 1.19 18.66

(2)-1 388.9 9.57 14.24 0.67 -32.79 14.02 23.78 0.59 -41.04 9.61 14.24 0.67 -32.51

(2)-2 390.7 9.33 8.62 1.08 8.24 13.55 11.41 1.19 18.76 9.38 8.62 1.09 8.82

(3) 561.0 10.40 11.44 0.91 -9.09 13.45 14.01 0.96 -4.00 10.07 11.44 0.88 -11.98

変位(mm)

変位計② 変位計③ 変位計④試験体名 最大荷重(kN)
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